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＜えひめ仕事と家庭の両立応援ゴールド企業＞ 

【新 規】1社  

認証番号 企業名 所在地 

30 ウダカエンジニアリング株式会社 四国中央市 

【更 新】1社  

認証番号 企業名 所在地 

24 株式会社キャップ 松山市 

＜えひめ仕事と家庭の両立応援企業＞ 

【新 規】1社  

認証番号 企業名 所在地 

657 株式会社風土 松山市 

【更 新】8社  

認証番号 企業名 所在地 

177 株式会社西条環境分析センター 西条市 

284 イワキテック株式会社 上島町 

345 曽我部建設株式会社 今治市 

120 株式会社田中建設 松山市 

139 株式会社世良 松山市 

145 三德電機株式会社 松山市 

147 愛媛通信建設株式会社 松山市 

287 大進建設株式会社 松山市 

えひめ仕事と家庭の両立応援企業 10月の認証企業のご紹介 
両立応援ゴールド企業１社、両立応援企業 1社 を新規認証しました！ 

 

 

【制度のお問い合わせ】 

愛媛県経済労働部産業雇用局労政雇用課 

 TEL 089-912-2502 

愛媛県では、仕事と育児や介護などの家庭

生活が両立できる職場環境づくりに取り組む

中小企業を「えひめ仕事と家庭の両立応援企

業」に認証しています。 

10月は、両立応援ゴールド企業新規 1社、

更新１社、両立応援企業新規１社、更新 8社

を行いました。 

人材の確保・定着を図るため、働きやすい職

場環境づくりに取り組んでみませんか？ 

【認証メリット】 

・認証マークを活用したイメージアップ 

・求人票や会社説明会でのＰＲ 

・働き方改革に向けた社内の機運醸成 

認証マーク 

働き方改革のワンストップ支援拠点「働
はた

ナビえひめ」では、認証取得のサポートをはじ

め、様々な働き方改革の取組みを支援しています。 

 

【お問い合わせ先】 

働ナビえひめ（愛媛県働き方改革包括支援プラザ） TEL 089-915-3260 

 

 

検索 えひめ仕事と家庭の両立応援企業 

詳しくは、 

令和２年 11月 16日     11月号 

愛 媛 労 働 
愛媛県経済労働部産業雇用局労政雇用課
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愛媛県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構では、高年齢者及び障がい者の雇用の促進

のために、次の方々に対し知事表彰及び理事長表彰を授与いたしました。 

 

○障がい者雇用優良事業所等知事表彰（優秀勤労障がい者） 

（就職している障がい者で、その障がいを克服し、長きに亘り勤務している方） 

  塩崎 幸広  （株式会社光石製作所） 

  重見 優   （えひめ中央農業協同組合） 

  永井 伸明  （社会医療法人真泉会今治第一病院） 

 

○障がい者雇用優良事業所等知事表彰（優良事業所） 

（障がい者の雇用者数及び雇用割合が高く、障がい者雇用に積極的に取り組んでいる事業所） 

  愛媛県ビル管理協同組合         （松 山 市） 

  有限会社アポトライ            （宇 和 島 市） 

  大和生コン株式会社           （松 山 市） 

  株式会社長崎商事            （松 山 市） 

  株式会社母恵夢本舗           （今 治 市） 

 

○高年齢者雇用優良企業知事表彰 

（高年齢者の雇用者数及び雇用割合が高く、定年年齢の引き上げなど高年齢者の雇用確保措置を

実施し、高年齢者雇用に積極的に取り組んでいる事業所） 

  帝人興産株式会社        （松 山 市） 

  株式会社第一開発         （松 山 市） 

  株式会社西村商事         （松 山 市） 

  

○優秀勤労障害者 厚生労働大臣表彰 

  大島 徹也  （株式会社あわしま堂） 

  

○障害者雇用優良事業所 （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長賞 

  株式会社松山機型工業 （松 山 市） 

 

○優秀勤労障害者 （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長努力賞 

  玉木  寿美  （医療法人社団みのり会老人保健施設みのり園） 

  古川  敦   （株式会社伊予鉄髙島屋） 

  新居田 浩昭  （ＢＥＭＡＣ株式会社） 

  石川  奈緒  （株式会社ママイフレッシュバリュー上分店） 

  松岡  勇也  （社会福祉法人御荘福祉施設協会特別養護老人ホーム自在園） 

 

○障害者雇用支援月間ポスター原画表彰 

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長奨励賞（高校・一般の部） 

真鍋 智也  （スミリンウッドピース株式会社） 

 

○令和２年度高年齢者雇用開発コンテスト 

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長表彰（優秀賞） 

  社会福祉法人愛心会  （宇 和 島 市） 

知事表彰等の実施について 
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資金使途は、離職によって、本人又は離職者が扶養する者の生活に必要となる資金。 

○ 金利／年０．３％（別途、保証料がかかりますが、愛媛県が保証料全額を負担。） 

○ 返済期間／５年以内（６ヶ月以内の元金返済据置可能） 

○ 限度額／１００万円（離職者一人につき） 

○  保証／保証機関の保証及び連帯保証人１名が必要です。 

○  必要書類／住民票、市町村県民税（所得・課税）証明書等主として申込人の収入に

よって世帯の生計を維持していたことを証する書類、その他審査に必要な書類 

 

 

 

資金使途は、本人又は休業者が扶養する者の生活に必要となる資金。 

○ 金利／年０．３％（別途、保証料がかかりますが、愛媛県が保証料全額を負担。） 

○ 返済期間／５年以内（６ヶ月以内の元金返済据置可能） 

○  限度額／１００万円（休業者一人につき） 

 ○  保証／保証機関 

○ 必要書類／住民票、市町村県民税（所得・課税）証明書等主として申込人の収入によ

って世帯の生計を維持していたことを証する書類、その他審査に必要な書類 

 

       

 

離職者等緊急生活資金のご紹介 

  

離職されて求職活動を行っている方、または休業中の勤労者の生活安定に資することを目

的とした融資制度です。 

≪お申込み可能な方≫ 

離職後、求職活動を行っている方、または、休業中の方で、かつ、以下の全てに該当する勤労者が

対象です。 

〇 原則として、愛媛県内に住所を有し、かつ、その期間が引き続き 1 年以上であること。 

〇 原則として、20 歳以上 65歳以下であること。 

（離職者の方） 

・ 離職前において、原則として引き続き 1年以上同一事業所に勤務していたこと。 

・ 離職前において、主としてその収入によって、世帯の生計を維持していたこと。 

・ 離職の原因が、懲役以上の法定刑に当たる行為でないこと。 

（休業者の方） 

・ 原則として引き続き 1 年以上同一事業所に勤務していること。 

・ 主としてその収入によって、世帯の生計を維持していたこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

離職者緊急生活資金 

休業中の緊急生活資金 
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労働委員会の窓 （10月分） 

 
１ 会議関係 

○ 10月 23日 第 1185回愛媛県労働委員会総会 

 「平成 31年（不)第１号・令和元年（不）第３号事件の第 12回・第８回調査結果概要につい 

て」など６件 
 

２ 集団的労使紛争関係 

○ 審査事件 

事件番号 業種 申立年月日 
労働組合法 
７条該当号 

申立内容 終結状況 

31年(不)
第 １ 号 

教育,学習
支援事業 

Ｈ31.２.19 １,２ 
不利益取扱い是正 

誠実団交実施 

謝罪文の掲示 

係属中 

 元年(不) 
第 ２ 号 

製造業、 
卸売業,小
売業 

Ｒ元.５.22 
[追加申立  
Ｒ元.8.29] 

１,２,３ 
不利益取扱い是正 

団体交渉応諾 

支配介入禁止等 

係属中 

元年(不) 
第 ３ 号 

教育,学習
支援事業 

Ｒ元.９.30 １,２,３ 
不利益取扱い是正 

誠実団交実施 

支配介入禁止等 

係属中 

２年(不) 
第 １ 号 

複合サービ
ス業 

Ｒ２.５.20 １,２ 
不利益取扱い是正 

誠実団交実施 

謝罪文の掲示 

係属中 

  
３ 個別的労使紛争関係 
○ 労働相談 

  相談者数 相談件数 

10 月 24 37 

累計（４月～） 131 204 
※相談者数と相談件数は、相談事項が複数にわたることがあるため一致しない。 
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 令和2年4月以降、パートタイム・有期雇用労働法をはじめ、労働施策総合推進法

及び女性活躍推進法が順次改正施行され、さらに今後、育児・介護休業法に基づく省

令及び高年齢者雇用安定法の改正が予定されています。 

 愛媛労働局では、各労働関係法令の内容について理解を深めていただくため、当該

法令に関する説明会を下記のとおり開催いたします。 

 

１ 日 時 

 

 

２ 説明内容      

 

３ 対象者 事業主、企業の人事労務担当者等 

４ 参加申込・申込期限 

裏面申込書にご記入の上、FAX 等により令和 2 年 11 月 17 日（火）までにお送り 

下さい。 

５ 問い合わせ先  愛媛労働局雇用環境・均等室 

          〒790-8538 松山市若草町４番地３ 松山若草合同庁舎６階 

          ☎ ０８９（９３５）５２２２ 

「令和 2 年度パートタイム・有期雇用労働法等説明

会」のご案内          主催：愛媛労働局 

会場名 開催日 開催時間 会場 

南予 

地区 
令和 2年 11月 26日(木) 

定員：40名※ 
13:30～15:30 

愛媛県南予地方局八幡浜支局大会議室 

所在地：八幡浜市北浜 1-3-37 

中予 

地区 1 
令和 2年 11月 27日(金) 

定員：100名※ 
13:30～15:30 

松山市男女共同参画推進センター(コムズ)

大会議室 

所在地：松山市三番町 6丁目 4番地 20 

東予 

地区 
令和 2年 12月 1日(火) 

定員：50名※ 
13:30～15:30 

土居文化会館（ユーホール）大会議室 

所在地：四国中央市土居町入野 939番地 

中予 

地区 2 
令和 2年 12月 4日(金) 

定員：100名※ 
13:30～15:30 

松山市男女共同参画推進センター(コムズ)

大会議室 

所在地：松山市三番町 6丁目 4番地 20 

（１） パートタイム・有期雇用労働法について 

（２） 労働施策総合推進法について 

（３） 女性活躍推進法について 

（４） 育児・介護休業制度の改正について 

（５） 改正高年齢者雇用安定法について 

  ※説明会終了後、同会場にて具体的な取組や助成金制度の活用等に関する個別相談コ

ーナー(予約制)を開設します。 

 

【要事前申込（先着順）】 

参加無料 

※参加希望者が定員に達した場合は、別会場をご案内させていただく場合がございます。 



事業主のみなさまへ

障害に関係なく、希望や能力に応じて、誰もが職業を通じた社会参加のできる「共生社会」実現

の理念の下、すべての事業主には、法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務があります

（障害者雇用率制度）。この法定雇用率が、令和３年３月１日から以下のように変わります。

厚生労働省・愛媛労働局・ハローワーク

令和３年３月１日から

障害者の法定雇用率が引き上げになります

事業主区分
法定雇用率

現行 令和３年３月１日以降

民間企業 2.２％ ⇒ 2.３％

国、地方公共団体等 2.５％ ⇒ 2.６％

都道府県等の教育委員会 2.４％ ⇒ 2.５％

対象となる事業主の範囲が、従業員43.5人以上に広がります。

今回の法定雇用率の変更に伴い、障害者を雇用しなければならない民間企業の事業主の範囲が、

従業員45.5人以上から43.5人以上に変わります。また、その事業主には、以下の義務があります。

◆ 毎年６月１日時点の障害者雇用状況をハローワークに報告しなければなりません。

◆ 障害者の雇用の促進と継続を図るための「障害者雇用推進者」を選任するよう努めなければ

なりません。

留意点

▶ 従業員43.5人以上45.5人未満の事業主の皆さまは特にご注意ください。

また併せて、下記の点についてもご注意くださいますよう、お願いいたします。

LL021014障01

Ｑ１． 障害者雇用納付金の取り扱いはどうなるのでしょうか？

Ａ１． ①令和２年度分の障害者雇用納付金について（※申告期間：令和３年４月１日から同年５月15日までの間）
令和３年２月以前については現行の法定雇用率（2.2％）、

令和３年３月のみ新しい法定雇用率（2.3％）で算定していただくことになります。

②令和３年度分の障害者雇用納付金について（※申告期間：令和４年４月１日から同年５月15日までの間）

新しい法定雇用率（2.3％）で算定していただくことになります。

Ｑ２． 障害者を雇用する場合に活用できる支援制度はありますか？

Ａ２． 障害者雇用のための各種助成金や職場定着に向けた人的支援など、様々な支援制度をご利用いただけます。サポー

トを実施している機関は様々ありますので、まずは事業所管轄のハローワークにご相談ください。

▶「障害者雇用のご案内」：https://www.mhlw.go.jp/content/000615860.pdf

Ｑ ＆ Ａ

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の障害者雇用事例リファレンスサービスでは、障害者雇用について創意
工夫を行い積極的に取り組んでいる企業の事例を紹介しています。
▶URL：https://www.ref.jeed.or.jp/

https://www.mhlw.go.jp/content/000615860.pdf
https://www.ref.jeed.or.jp/

